
 8　県境不法投棄現場原状回復対策事業
17　津軽ダム

 9　県境不法投棄事案に係る
　　　　　　　　　　環境再生事業
10　廃棄物適正処理監視等推進事業
11　廃棄物処理モデル施設整備事業
12　循環型地域社会形成推進事業
15　一関遊水地
18　胆沢ダム

 1　「ダメだっちゃ温暖化」
　　　　　　　　　みやぎ推進事業
 2　みやぎ地球温暖化対策
　　　　　　　　　　地域推進事業
 3　伊豆沼・内沼自然再生事業
 4　百年の杜づくり推進事業
 5　みちのく環境管理規格
14　自然エネルギー等・
　　　　　　省エネルギー促進事業
16　鳴瀬川中流緊急対策特定区間

 6　水と緑の県民運動推進事業
19　砂子沢ダム建設事業
20　成瀬ダム
21　森吉山ダム

22　留山川ダム整備事業
23　最上小国川ダム建設事業
24　長井ダム

 7　トキをプロデュース・野生復帰推進事業
26　大河津可動堰改築
28　統合河川環境整備事業
29　環境用水利活用促進事業
30　地球環境にやさしいメタンガス発電事業

13　「もったいない」が生きている社会づくり事業
25　松川遊砂地

27　青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島
　　GPS波浪計を活用した沖合波浪（津波）観測網の整備

（広域プロジェクト）

1.　国土・自然環境、資源・エネルギー



� 国土・自然環境、資源・エネルギー

事業主体
	 宮城県

問合せ先
★	宮城県環境生活部　環境政策課
	 　〒980-8570	仙台市青葉区本町3丁目8-1
	 　TEL	022-211-2661　FAX	022-211-2669

事業の目的・効果
★	　地球温暖化防止対策について、方向性などに関する
認識の共有化と県内各界各層の広範な活動の促進を図
る。

事業期間・進捗状況
★	・平成20年度：	「ダメだっちゃ温暖化」宮城県民会議

の設立
	 ・平成20年度～：	総会・部会（産業、運輸、民生業務、

家庭、企画普及の5つ）の運営、フォー
ラムの開催

関連事業・計画
★	＂脱・二酸化炭素＂連邦みやぎ推進計画
	 （新・宮城県地球温暖化対策地域推進計画）

事業地域
	 宮城県

総事業費
	 1,800千円（平成21年度当初予算）

事業の概要
	 ①	　「ダメだっちゃ温暖化」宮城県民会議設置運営事

業
	 　	　各業界団体や消費者団体、大学、県等により、「ダ

メだっちゃ温暖化」宮城県民会議を設置し、意見交
換・情報交換を行いながら、県民運動を全県的に展
開していく。

	 ②　フォーラム開催事業
	 　	　県内の企業や団体、市町村等の地域の先進的な取

組みを広く紹介し、県内各界各層の広範な活動の促
進に繋げるため、フォーラムを開催する。

宮城県

「ダメだっちゃ温暖化」みやぎ推進事業



� 国土・自然環境、資源・エネルギー

温暖化対策を県民に広める地球温暖化防止活動推進員

事業主体
	 宮城県

問合せ先
★	宮城県環境生活部　環境政策課
	 　〒980-8570	仙台市青葉区本町3丁目8-1
	 　TEL	022-211-2661　FAX	022-211-2669

事業の目的・効果
★	　県内の個別の地域において実施されている地球温暖
化防止に向けた効果的取組を全県的に波及させ、二酸
化炭素排出量削減に向けた県民運動の展開（「脱・二酸
化炭素連邦みやぎ」の形成）を図る。

事業期間・進捗状況
★	平成14 ～ 22（2010）年度
	 ・平成15年3月25日：	宮城県地球温暖化対策地域協議

会設立
	 ・平成15年度：	仙台市秋保温泉街及び古川市台町商店

街におけるモデル事業（二酸化炭素排
出診断・削減メニュー提案）の実施

	 ・平成17年3月：	「脱・二酸化炭素連邦みやぎ形成
フォーラム」開催

	 ・平成16 ～ 17年度：	岩沼臨空工業団地におけるモデ
ル事業の実施、各モデル地区に
おける自主的取組の推進

	 ・平成17年度：	仙台市秋保温泉街及び古川市台町商店
街におけるモデル事業に係る効果検証
の実施

	 ・平成18年度：	岩沼臨空工業団地におけるモデル事業
に係る効果検証の実施

	 ・平成18年度：	県内市町村のイベント支援、地球温暖
化防止活動推進員の活動支援

	 ・平成18 ～ 19年度：	モデル事業の成果等について、
他地域において紹介・説明し、類
似の取組の実施についての勧奨
の展開。

事業地域
	 宮城県

総事業費
	 1,550千円（平成21年度当初予算）

事業の概要
★	①　宮城県地球温暖化対策地域協議会運営事業
	 　	　宮城県地球温暖化対策地域協議会を通じて、県内

各地において市町村等が行う二酸化炭素排出抑制に
向けた普及啓発活動を支援し、これを将来的に県全
域に波及させる。

	 ②　宮城県地球温暖化防止活動推進員事業
	 　	　一般県民を対象に温暖化防止活動への助言等を行

う地球温暖化防止活動推進員に対する活動支援を行
い、温暖化防止活動の普及を図る。

関連事業・計画
★	　＂脱・二酸化炭素＂連邦みやぎ推進計画（新・宮城県
地球温暖化対策地域推進計画）

宮城県

みやぎ地球温暖化対策地域推進事業



� 国土・自然環境、資源・エネルギー

事業主体
	 宮城県

問合せ先
★	宮城県環境生活部　自然保護課
	 　〒980-8570	仙台市青葉区本町3丁目8-1
	 　TEL	022-211-2672　FAX	022-211-2693

事業の目的・効果
★	　国内に残された代表的な低地湖沼である伊豆沼・内
沼は、ガン・カモ類など数多くの冬鳥の飛来地として、
県自然環境保全地域や国指定鳥獣保護区特別保護地
区、国の天然記念物の指定を受け、また、ラムサール
条約の登録湿地にもなっている。

	 　しかし、生活排水の流入などによる水質の悪化や土
砂・浮遊物の流入などによる浅底化が進行し、その自
然環境の保全が重要な課題となっており、平成4年度
に策定した伊豆沼・内沼環境保全対策基本計画に基づ
き、総合的な保全対策を実施してきた。

	 　平成18年度からは、自然再生推進法に則った自然再
生事業として、NPO法人や関係団体等と一体となっ
て総合的な環境保全・再生を図るべく、事業化を進め
ている。

事業期間・進捗状況
★	　伊豆沼・内沼環境保全対策基本計画に基づき、平成
5年度からマコモ植栽、ヨシ群落適正維持管理、生物
調査等を実施。

	 【平成22年度以降の予定】
	 　・22年度～：	自然再生事業実施計画の作成、事業実

施

事業地域
	 伊豆沼・内沼地域（宮城県栗原市（旧築館町、若柳町）、
登米市（旧迫町））

総事業費
	 27,400千円（平成21年度当初予算）

事業の概要
★	【平成21年度実施予定】
	 　・	自然再生協議会の運営、自然再生全体構想及び実

施計画案の検討
	 　・魚類・貝類復元対策基礎調査・試験施工
	 　・抽水・沈水植物復元対策基礎調査・試験施工
	 　・水質改善導水試験
	 　・水生植物適正管理手法調査

関連事業・計画
★	　宮城の将来ビジョン及び同行動計画（平成19年3月）：
取組29「豊かな自然環境、生活環境の保全」

	 【関連事業】
	 　サンクチュアリセンター管理事業

宮城県

伊豆沼・内沼自然再生事業



� 国土・自然環境、資源・エネルギー

事業主体
	 仙台市

問合せ先
★	仙台市建設局百年の杜推進部
	 　〒980-8671	仙台市青葉区国分町3丁目7-1
	 　TEL	022-214-8389　FAX	022-216-0637

事業の目的・効果
★	　杜の都の伝統に地球環境という新たな視点を加え、
市民・事業者・行政の協働のもと緑の施策に取り組み、
さらにこれを次世代に引き継ぐことにより、21世紀に
ふさわしい杜の都・仙台を創造していく。

事業期間・進捗状況
★	平成12年～ 22（2010）年（行動計画）
	 （進捗状況（主なもの））
	 ・	市街地の「緑の回廊づくり」：公園整備、公共施設緑

化、街路緑化を実施。
	 ・	市民による「100万本の森づくり」：毎年2万本以上

の市民による植樹を実施。
	 ・学校の森づくり：5校で実施済み。
	 ・建築物の緑化助成：86件

特記事項
★	・	平成14年：「百年の杜づくり」の取り組みが「緑美し

い都市の実現」を目指すものとして、内閣・都市再生
本部の都市再生プロジェクトに選定される。

	 ・	平成16年：市民協働による「百年の杜づくり」の取
り組みが、「緑の都市賞」で内閣総理大臣賞を受賞

事業地域
	 仙台市

総事業費
	 459,881千円（百年の杜づくりとしての予算は計上して
いないので、平成21年度の関連予算を計上）

事業の概要
★	　百年の杜づくりの第1ステップとして10年間の行動
計画を定め、次の事業をはじめとする10の施策を重点
取組施策として展開する。

	 ・	市街地の「緑の回廊づくり」: 仙台駅を中心に半径2
㎞の圏内を対象地域として、重点的に緑化を推進す
る。

	 ・	市民による「100万本の森づくり」: あらゆる機会を
捉えて、1年1万本を目標に市民による植樹を行う。

	 ・	学校の森づくり：地域のシンボルである小中学校に
おいて児童生徒、教師、保護者、地域住民等の参加
により学校の森をつくる。

	 ・	建築物の緑化助成：仙台グリーンプラン21で定めた
緑化重点地区において、民間建築物の屋上や壁面等
の緑化にかかる費用の一部を助成する。

関連事業・計画
★	・百年の杜づくり行動計画
	 ・仙台グリーンプラン21

宮城県

百年の杜づくり推進事業



� 国土・自然環境、資源・エネルギー

事業主体
	 みちのく環境管理規格認証機構

問合せ先
★	NPO法人　環境会議所東北
	 　〒981-3121	仙台市泉区上谷刈3丁目10-6
	 　TEL	022-772-6371　FAX	022-375-7797

事業の目的・効果
★	　地域版環境マネジメントシステム「みちのく環境管
理規格」の取り組みを推進し、中小企業をはじめ多く
の事業者への環境配慮の仕組みの浸透定着を図ること
で、「環境に負荷の少ない社会経済システム」を構築す
る。

事業期間・進捗状況
★	・平成14年度：モデル事業の実施
	 ・	平成15年度：規格の構築。みちのく環境管理規格認

証機構の設立、構築支援。審査、認証等の事業の開
始

	 ・	平成16年度～：事業者等への普及啓発、評価員によ
る構築支援の推進、評価員・審査員の育成

	 ・平成18年度～：認証事業の一部変更
	 ・	平成19年4月：KES 及びエコアクション21と相互

認証契約
	 ・平成21年1月：規格の改訂（2版）

事業地域
	 仙台市を中心とする東北地域

事業の概要
★	・「みちのく環境管理規格」に関する普及啓発
	 ・「みちのく環境管理規格」の構築支援および審査
	 ・「みちのく環境管理規格」に関する認証および登録
	 ・	国内における地域版環境マネジメントシステム等と

の連携の推進
	 ・	その他、みちのく環境管理規格認証機構の目的を達

成するために必要な事業

関連事業・計画
★	・杜の都環境プラン（仙台市環境基本計画）

宮城県

みちのく環境管理規格



� 国土・自然環境、資源・エネルギー

【秋田県「水と森」の基本計画】

事業主体
	 秋田県

問合せ先
★	秋田県農林水産部　水と緑の森づくり課
	 　〒010-8570	秋田市山王4丁目1-1
	 　TEL	018-860-1741　FAX	018-860-3899
	 　http://www.pref.akita.jp/forest-p/mizu/

事業の目的・効果
★	　愛着と誇りを持てる郷土の美しい山々や川、海など
を守り、創造し、これを次の世代に引き継いでいくこ
とを目的として、平成15年4月に「秋田県ふるさとの
森と川と海の保全及び創造に関する条例」を施行し、
「水と緑の基本計画」に基づいて、県民総参加による
「水と緑」の保全・創造に向けた取組を促進する。

事業期間・進捗状況
★	平成21 ～ 25年度
	 （経緯）
	 ・	平成15年4月：「秋田県ふるさとの森と川と海の保

全及び創造に関する条例」を施行
	 ・平成16年3月：秋田県「水と緑の基本計画」を策定
	 ・平成21年3月：秋田県「水と緑の基本計画」を改訂

事業地域
	 秋田県

総事業費
	 平成21年度　2,800千円（平成21年度）

事業の概要
★	①「水と緑の流域ネットワーク」自立支援事業
	 　	　平成18年度に県民運動の推進母体として設立さ

れた「水と緑の流域ネットワーク」の基盤強化と自
立支援

	 ②企業による森づくり推進事業
	 　	　企業の社会貢献活動としての森林整備を地域との

連携のもと、県がコーディネートする新しいかたち
の森づくりを推進

秋田県

水と緑の県民運動推進事業



� 国土・自然環境、資源・エネルギー

事業主体
	 新潟県

問合せ先
★	新潟県環境企画課
	 　〒950-8570	新潟市中央区新光町4-1
	 　TEL	025-280-5152　FAX	025-280-5166

事業の目的・効果
★	　自然環境の豊かさを表すシンボルとして全国的にア
ピール度の高いトキの野生復帰の取組について積極的
な情報発信を行うことにより、全国での新潟県の環境
イメージを高めるとともに、全国からの支援の拡大を
図る。

	 　また、環境保全ツアー来島者に佐渡の暮らし体験を
コーディネートすることにより、交流定住化に向けた
活動を支援する。

事業期間・進捗状況
★	　トキの放鳥が行われた平成20年度を契機に全国的
な関心が集まることに合わせ、効果的な情報発信によ
り「新潟・佐渡・トキ」をアピールするため、19年度か
ら21年度の3年間を事業実施期間としている。

事業地域
	 佐渡市

総事業費
	 3,347千円（21年度事業費）

事業の概要
★	1 	　佐渡島内外に対するトキ野生復帰の認知度のアッ

プとイメージの意識付けを目的とした積極的情報発
信

	 　・メディアを活用した積極的情報発信
	 　・首都圏でのトキ野生復帰 PR
	 2 	　佐渡・トキの環境ブランドイメージを活用した企

業CSRの誘導
	 　・企業向け現地セミナーの開催
	 3 	　野生復帰活動従事者に対する佐渡の暮らし体験を

通じた交流定住支援
	 　・交流定住トライアルメニューづくり
	 　・暮らし体験コーディネート

関連事業・計画
★	　人・トキのやすらぎの島推進事業（トキの餌場づく
りと普及啓発）

	 　新潟県トキ野生復帰推進計画（平成17年3月策定）

新潟県

トキをプロデュース・野生復帰推進事業



� 国土・自然環境、資源・エネルギー

【不法投棄現場の全景】

事業主体
	 青森県

問合せ先
★	青森県環境生活部　県境再生対策室
	 　〒030-8570	青森市長島1丁目1-1
	 　TEL	017-734-9261　FAX	017-734-8081

事業の目的・効果
★	不法投棄現場の原状回復

事業地域
	 青森県田子町茂市（11ha）と岩手県二戸市上斗米
（16ha）に跨る不法投棄現場（27ha）

総事業費
	 43,418,000千円（平成15 ～ 24年度）

事業の概要
★	　現場から周辺への汚染拡散を防止するための遮水壁
と浸出水処理施設の建設、および廃棄物や汚染土壌の
撤去などを行う。

	 ・	不法投棄物（約671千㎥）：堆肥様物、焼却灰主体、
RDF（ごみ固形化燃料）様物、汚泥主体

事業期間・進捗状況
★	平成15 ～ 24（2012）年度
	 （これまでの対応）
	 ・平成12 ～ 14年：	原因者に対し、投棄の状況を調査し原状回復の措置を講じるよう命じ、収集運搬業および処分業

の許可を取り消した。
	 ・平成13 ～：現場および周辺環境のモニタリング調査を実施し、その調査結果を公表
	 ・平成14 ～ 15年：	青森・岩手両県と専門家を交えた合同検討委員会の開催（原状回復措置などについて検討）。合

同検討委員会内に「技術部会」を設置し、原状回復対策の技術的な検討を行った。
	 ・平成14 ～：排出事業者の責任追及のため、1万2千社を対象とした調査を実施。
	 ・平成15 ～：専門家と住民代表を交えた原状回復対策推進協議会の開催（原状回復措置などについて検討）
	 ・平成16年1月21日：環境大臣から「特措法事業実施計画」に対する同意
	 ・平成16 ～：水処理施設工事着手、不法投棄産業廃棄物の撤去作業開始
	 ・平成17 ～：水処理施設が完成し稼動開始、遮水壁工事着手
	 ・平成19年3月26日：環境大臣から実施計画変更案に対する同意
	 ・平成19年6月：遮水壁工事完了
	 （今後の対応）
	 ・周辺環境への汚染拡散に配慮した廃棄物および汚染土壌の本格撤去
	 ・排出事業者の法的責任追及
	 ・原状回復後の環境再生

青森県

県境不法投棄現場原状回復対策事業



� 国土・自然環境、資源・エネルギー

事業主体
	 岩手県

問合せ先
★	岩手県環境生活部　産業廃棄物不法投棄緊急特別対策
室　二戸駐在

	 　〒028-6103	二戸市石切所字荷渡6-3
	 　TEL	0195-23-9206　FAX	0195-23-6432

事業の目的・効果
★	県境不法投棄現場の環境再生を図る。

事業期間・進捗状況
★	事業期間：平成15 ～ 24年度
	 進捗状況：	産廃特措法に基づく岩手県の実施計画案に

ついて環境大臣の同意を得、計画に基づき
事業を実施中。

	 平成20年度末撤去累計　176.399t

特記事項
★	　平成24年度までに廃棄物の全量撤去、汚染土壌の処
理を行い、原状回復を図る。

事業地域
	 岩手県二戸市

総事業費
	 2,823,781千円（平成21年度事業費）

事業の概要
★	　汚染拡散影響把握のためのモニタリング調査、汚染
の拡散防止対策、不法投棄廃棄物等の撤去、汚染土壌
の処理、排出事業者等の責任追及。

関連事業・計画
★	「ゼロエミッション推進」の主な事業
	 （平成21年度事業費）
	 ・循環型地域社会形成推進事業（105,067千円）
	 ・廃棄物適正処理監視等推進費（33,780千円）
	 ・廃棄物処理モデル施設費（5,637千円）

岩手県

県境不法投棄事案に係る環境再生事業



�0 国土・自然環境、資源・エネルギー

事業主体
	 岩手県

問合せ先
★	岩手県環境生活部　資源循環推進課
	 　〒020-8570	盛岡市内丸10-1
	 　TEL	019-629-5368　FAX	019-629-5369

事業の目的・効果
★	　循環型地域社会の構築を目指し、産業廃棄物の不適
正処理や不法投棄を防止し、適正処理を推進する。

事業期間・進捗状況
★	（継続）

事業地域
	 岩手県

総事業費
	 33,780千円（平成21年度）

事業の概要
★	　産業廃棄物適正処理指導員（産廃Gメン）による立
入検査や隣県との県境合同パトロールの実施を行うこ
とにより、産業廃棄物の適正処理を促進する。

関連事業・計画
★	「ゼロエミッション推進」の主な事業（平成21年度事業
費）

	 ①　県境不法投棄事案に係る環境再生事業
	 　　　　　　　　　　　　　　	 	（2,823,181千円）
	 ②　廃棄物処理モデル施設整備事業（5,637千円）
	 ③　循環型地域社会形成推進事業	（105,067千円）

岩手県

廃棄物適正処理監視等推進事業



�� 国土・自然環境、資源・エネルギー

事業主体
	 岩手県、いわて県北クリーン㈱（PFI 事業特別目的会
社）

問合せ先
★	岩手県環境生活部　資源循環推進課
	 　〒020-8570	盛岡市内丸10-1
	 　TEL	019-629-5366　FAX	019-629-5369

事業の目的・効果
★	循環型地域社会の構築を目指す。

事業期間・進捗状況
★	平成18年度～平成42年度
	 平成21年度～運営モニタリング

特記事項
★	「廃棄物処理モデル施設」は平成21年4月供用開始

事業地域
	 岩手県九戸村江刺家地区

総事業費
	 5,637千円（平成21年度）

事業の概要
★	　資源循環型モデル施設整備基本方針に基づいて、公
共関与による資源循環型モデル施設（産業廃棄物等処
理施設）を九戸村に整備する。

関連事業・計画
★	「ゼロエミッション推進」の主な事業（平成21年度事業
費）

	 ①　県境不法投棄事案に係る環境再生事業
	 　　　　　　　　　　　　　　（2,823,781千円）
	 ②　循環型地域社会形成推進事業（105,067千円）
	 ③　廃棄物適正処理監視等推進費（33,780千円）

岩手県

廃棄物処理モデル施設整備事業



�� 国土・自然環境、資源・エネルギー

事業主体
	 岩手県

問合せ先
★	岩手県環境生活部　資源循環推進課
	 　〒020-8570	盛岡市内丸10-1
	 　TEL	019-629-5367　FAX	019-629-5369

事業の目的・効果
★	　循環型地域社会の構築を目指し、産業・地域ゼロエ
ミッション推進、再生資源利用製品認定、産業廃棄物
再資源化技術開発などの循環型地域社会形成に向けた
施策を推進する。

事業期間・進捗状況
★	（継続）
	 ・産業廃棄物税等を活用した施策である。

事業地域
	 岩手県

総事業費
	 105,067千円（平成21年度）

事業の概要
★	　産業廃棄物税等を活用して、産業廃棄物等の減量や
リサイクルを促進するため、産業界における技術開発、
製品製造等を支援し、リサイクル産業、環境関連産業
の振興を図る。

	 ・	また、循環型社会の担い手として、優良な廃棄物処
理業者の育成を進める。

	 ・	さらに、優良リサイクル製品の認定や市場形成事業
など総合的な施策を推進する。

関連事業・計画
★	「ゼロエミッション推進」の主な事業（平成21年度事業
費）

	 ①　県境不法投棄事案に係る環境再生事業
	 　　　　　　　　　　　　　　	 	（2,823,781千円）
	 ②　廃棄物処理モデル施設整備事業（5,637千円）
	 ③　廃棄物適正処理監視等推進費	 	（33,780千円）

岩手県

循環型地域社会形成推進事業



�� 国土・自然環境、資源・エネルギー

事業主体
	 福島県

問合せ先
★	福島県生活環境部　環境共生課
	 　〒960-8670	福島市杉妻町2-16
	 　TEL	024-521-7248　FAX	024-521-7928

事業の目的・効果
★	　「福島県循環型社会形成推進計画」の実践・実行に当
たり、県民、市民団体及び事業者等が計画のキーワー
ドである「もったいない」を生かした取組みを主体的
に行えるように、普及啓発活動を実施する。環境にや
さしいライフスタイルの普及を推進するため、「環境
にやさしい買い物」キャンペーン及び環境にやさしい
取組みに対する認定制度等により意識の高揚を図る。

事業期間・進捗状況
★	平成20 ～ 22（2010）年度

関連事業・計画
★	　循環型社会の形成を目的として、廃棄物の有効利用
と関連産業の育成を図るため、県の認定製品であるエ
コ・リサイクル製品の使用拡大を進めている。

事業地域
	 福島県

総事業費
	 8,039千円（平成21年度）

事業の概要
★	1 　「もったいない」普及啓発事業
	 　	　「もったいない50の実践」に関する絵画を県民か

ら募集して、優秀作品を掲載したカレンダーを作成
し、「もったいない」の実践を促す。

	 2 	　環境にやさしい買い物（グリーン購入）キャンペー
ン事業

	 　	　10月のグリーン購入推進月間に当たり、キャン
ペーン参加店にポスターやステッカーを配布するな
どして、環境にやさしい買い物のより一層の普及啓
発を図る。

	 3 　うつくしま、エコ・ショップ等認定事業
	 　	　ごみの減量化・リサイクルに積極的に取り組む県

内の小売店等を認定することにより、環境にやさし
い取り組みの推進を図る。

福島県

「もったいない」が生きている社会づくり事業



�� 国土・自然環境、資源・エネルギー

事業主体
	 宮城県

問合せ先
★	宮城県環境生活部　環境政策課
	 　〒980-8570	仙台市青葉区本町3丁目8-1
	 　TEL	022-211-2661　FAX	022-211-2669

事業の目的・効果
★	　「グリーンな地域社会」の実現に向けた取組の一環と
して、宮城県自然エネルギー等・省エネルギー促進条
例の適切な運用により、宮城県における自然エネル
ギー等の導入と省エネルギーの促進を図る。

事業期間・進捗状況
★	平成6～平成22（2010）年度
	 ・平成8年度：「宮城県エネルギー効率的利用計画
	 　　　　　　	 	（宮城県地域新エネルギービジョン）」

策定
	 ・平成14年10月：	「宮城県自然エネルギー等・省エネ

ルギー促進条例」施行
	 ・平成17年9月：	「宮城県自然エネルギー等の導入促

進及び省エネルギーの促進に関する
基本的な計画」の策定

事業地域
	 宮城県

総事業費
	 427,200千円（平成21年度当初予算）

事業の概要
★	①	　宮城県自然エネルギー等・省エネルギー促進審議

会の運営
	 ②	　「宮城県自然エネルギー等・省エネルギー大賞」表

彰制度の実施
	 ③	　クリーンエネルギー導入（クリーンエネルギー自

動車、住宅用太陽光発電等）に対する補助

関連事業・計画
★	　＂脱・二酸化炭素＂連邦みやぎ推進計画（新・宮城県
地球温暖化対策地域推進計画）

宮城県

自然エネルギー等・省エネルギー促進事業



�� 国土・自然環境、資源・エネルギー

事業主体
	 国土交通省

問合せ先
★	東北地方整備局　岩手河川国道事務所
	 　〒020-0066	盛岡市上田4丁目49-1
	 　TEL	019-624-3131　FAX	019-652-7450

事業の目的・効果
★	・	一関遊水地は、北上川上流改修事業の一大プロジェ

クトであり、二線堤方式による遊水地を建設するも
ので、上流ダム群とともに北上川治水計画の根幹を
なす。

	 ・	この遊水地は、延長約28㎞の本堤と延長約18㎞の小
堤に囲まれた第一遊水地820ha・第二遊水地470ha・
第三遊水地160ha からなり、2,300㎥ /s の洪水調節
と一関市・平泉町市街地等への浸水被害軽減を目的
としている。

事業期間・進捗状況
★	昭和47年～
	 （進捗率）57.1％（予算ベース）
	 ・昭和47年：工事着手
	 ・平成20年末まで：	本堤は概成。現在、小堤、支川堤防、

橋梁架替えを実施。
	 ・	平成19年9月洪水では、これまでの整備により、堤

防がなかった場合と比較して、浸水面積524ha →
0ha、浸水家屋390戸→0戸の減少が図られた。

事業地域
	 岩手県一関市、平泉町、奥州市

総事業費
	 270,000,000千円

事業の概要
★	二線堤方式による遊水地の建設
	 ・築堤：28,200m　・小堤：18,200m

関連事業・計画
★	・県営ほ場整備事業（一関第1地区、第2地区、第3地区）
	 ・国道4号平泉バイパス事業
	 ・柳之御所遺跡整備事業（岩手県）

特記事項
★	　一関市、平泉町では、一関遊水地事業による無堤部
解消を前提としたまちづくりが進められています。

	 ・	衣川地区において、堤防予定地の発掘調査を行った
結果、大量の「かわらけ（※）」などが出土し、この遺
跡が奥州藤原氏の重要な遺跡（接待館遺跡）である
との評価を受けました。これを受け、平成19年3月
に「治水」と「文化財保護」の両立を図るため、堤防
ルートの変更を決定し、現在、河道付替や堤防整備
を進めています。

	 ※	「かわらけ」とは、素焼きの土器であり、宴会儀礼が盛んに行
われていたことを示すもの。

岩手県

一関遊水地



�� 国土・自然環境、資源・エネルギー

事業主体
	 国土交通省

問合せ先
★	東北地方整備局　北上川下流河川事務所
	 　〒986-0861	石巻市蛇田字新下沼80
	 　TEL	0225-95-0194　FAX	0225-94-9840

事業の目的・効果
★	　鳴瀬川中流緊急対策特定区間として、中流部の河道
掘削を集中的・効率的に行って流下能力の増大を図る
ほか、高さ・幅の不足した堤防の強化等もあわせて実
施し、鳴瀬川、旧北上川、江合川の治水安全度を向上
させ、宮城県北部地域の発展を促す社会経済基盤の形
成を図る。

事業期間・進捗状況
★	平成15 ～ 24（2012）年度
	 ・	平成15年：鳴瀬川中流左岸緊急対策特定区間として

事業着手
	 ・	同年7月26日：宮城県北部を震源とする地震により、

鳴瀬川の堤防が甚大な被害を受けたため、右岸も含
め左右岸一体とした堤防の量的・質的強化を図るこ
ととした。

	 ・平成24（2012）年：事業完成予定

事業地域
	 宮城県大崎市、東松島市、美里町

総事業費
	 19,200,000千円

事業の概要
★	河道掘削
	 ・築堤：18,000m

特記事項
★	　緊急対策特定区間とは、近年浸水被害があり治水上
の緊急性が高い地区において、効果の早期発現を目的
に投資する短期集中型事業で、事業費や工期、工事の
進捗状況等を随時公表しながら地域と一体となって事
業進捗を図っている。

宮城県

鳴瀬川中流緊急対策特定区間



�� 国土・自然環境、資源・エネルギー

事業主体
	 国土交通省

問合せ先
★	東北地方整備局　津軽ダム工事事務所
	 　〒036-1411	青森県中津軽郡西目屋村
	 　　　　　　　　　　　	大字田代字神田57
	 　TEL	0172-85-3005　FAX	0172-85-3008

事業の目的・効果
★	　津軽ダム建設事業は、岩木川沿川地域の洪水被害の
軽減、既得用水の安定供給と水辺環境の保全、かんが
い用水、水道用水の補給、工業用水、発電を目的とし
て行うものである。

関連事業・計画
★	・弘前市水道事業（弘前市）
	 ・五所川原市工業用水道事業（五所川原市）
	 ・岩木川左岸農業水利事業（農林水産省）
	 ・津軽発電所（東北電力）

事業地域
	 青森県中津軽郡西目屋村

総事業費
	 162,000,000千円

事業の概要
★	形式：重力式コンクリートダム
	 諸元：	堤高97.2m、堤頂長342m、堤体積70万㎥、総貯

水容量140,900千㎥、有効貯水容量127,200千㎥

事業期間・進捗状況
★	昭和63年～
	 （進捗率）36.2％（予算ベース）
	 平成3年：工事着手
	 平成20年度末まで下流工事用道路　全長12.5㎞のう
ち9.4㎞完成

	 平成28年度完成予定

青森県

津軽ダム



�� 国土・自然環境、資源・エネルギー

事業主体
	 国土交通省

問合せ先
★	東北地方整備局　胆沢ダム工事事務所
	 　〒023-0403	岩手県奥州市胆沢区若柳字下松原77
	 　TEL	0197-46-4711　FAX	0197-46-4363

事業の目的・効果
★	・	胆沢ダムは、北上川上流改修事業の一大プロジェク

トであり、沿川の洪水被害や河川環境の保全、慢性
的な農業・水道用水の水不足を抜本的に解消するた
め、既設石淵ダム下流に新たにダムを建設するもの
で、北上川総合開発計画の根幹をなす。

	 ・	ダムの目的は、胆沢川及び北上川沿川地域の洪水被
害軽減、河川環境の保全、農業・水道用水の安定供給・
水力発電である。

事業期間・進捗状況
★	昭和44年～
	 　（進捗率）66.3％（予算ベース）
	 　・昭和44年：予備調査開始
	 　・昭和63年：建設事業着手
	 　・平成4年：工事着手
	 　・平成20年度末まで：堤体盛立81％まで終了

事業地域
	 岩手県奥州市

総事業費
	 244,000,000千円

事業の概要
★	中央コア型ロックフィルダム
	 ・堤　高：132.0m
	 ・堤頂長：723.0m
	 ・堤体積：1,350万㎥

関連事業・計画
★	・	胆江広域水道用水供給事業（奥州・金ケ崎行政事務

組合）
	 ・国営土地改良事業胆沢平野地区（農林水産省）
	 ・胆沢第一発電所（電源開発株式会社）
	 ・胆沢第三発電所（岩手県企業局）

特記事項
★	　胆沢ダムでは「人と自然との調和」を掲げ、
ISO14001に沿った環境マネジメントシステムを導入
するとともに、「地域に開かれたダム」を目指し、地域
の環境学習、ふれあいの場として「胆沢ダム学習館」を
開設し、また、年4回の現場見学会の開催等を実施し
ている。また、生態系・景観（自然）の他にも、地域の
慣習・風土、歴史・文化などにも配慮し、環境への影響
を可能な限り少なくする取り組みを実施している。

岩手県

胆沢ダム
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事業主体
	 秋田県

問合せ先
★	秋田県建設交通部　河川砂防課
	 　〒010-8570	秋田市山王4丁目1-1
	 　TEL	018-860-2519　FAX	018-860-3809

事業の目的・効果
★	①洪水調節
	 ②流水の正常な機能の維持
	 ③水道用水の供給

事業期間・進捗状況
★	平成4～ 22（2010）年度
	 （事業進捗率）90.1％（平成20年度末）
	 ・平成13年度：工事用道路
	 ・平成14年度：仮排水トンネル、本体工事発注
	 ・平成15 ～ 16年度：本体基礎掘削
	 ・平成17年度：本体コンクリート打設開始
	 ・平成18年度：本体コンクリート打設継続
	 ・平成19年度：本体コンクリート打設継続
	 　　　　　　　放流設備完成
	 ・平成20年度：本体コンクリート打設完了
　　　　　　　　	管理設備工事発注
	 ・平成21年度：本体工事完成
	 　　　　　　　試験湛水開始

事業地域
	 秋田県小坂町

総事業費
	 21,500,000千円

事業の概要
★	河川：米代川水系小坂川
	 ・型式：重力式コンクリートダム
	 　（ダム高78.5m、堤頂長185.0m、堤体積283千㎥）
	 ・総貯水容量：8,650千㎥、有効貯水容量7,630千㎥

関連事業・計画
★	米代川水系　鹿角圏域河川整備計画

秋田県

砂子沢ダム建設事業
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事業主体
	 国土交通省

問合せ先
★	東北地方整備局　湯沢河川国道事務所
	 　〒012-0862	秋田県湯沢市関口上寺沢64-2
	 　TEL	0183-73-3174　FAX	0183-72-9722

事業の目的・効果
★	　成瀬ダムは、雄物川水系成瀬川に建設される多目的
ダムであり、ダム建設の目的は次の通りである。

	 ・洪水調節：	ダム下流の成瀬川、皆瀬川、雄物川の洪
水被害の軽減

	 ・流水の正常な機能の維持：	既得用水の供給、環境の
保全などに必要な流量の
補給

	 ・かんがい：平鹿平野地区への新規農業用水の供給
	 ・水　　道：	ダム下流域の湯沢、横手、大仙の3市への

水道用水の供給
	 ・発　　電：水力発電用水の供給

事業期間・進捗状況
★	1973年　予備調査開始（秋田県）
	 1983年　実施計画調査開始（秋田県）
	 1991年　国直轄事業へ移行
	 2001年　ダム基本計画の公示
	 2017年　竣工予定
	 （進捗率）14％（予算ベース　平成20年度末）

事業地域
	 秋田県雄勝郡東成瀬村

総事業費
	 153,000,000千円

事業の概要
★	中央コア型ロックフィルダムの建設
	 ・ダム高　113.5m
	 ・堤頂長　690m
	 ・堤体積　1,195.8万㎥
	 ・湛水面積　2.26㎢
	 ・総貯水容量　7,870万㎥

関連事業・計画
★	国営平鹿平野農業水利事業
	 湯沢市水道
	 横手市水道
	 大仙市水道

秋田県

成瀬ダム
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事業主体
	 国土交通省

問合せ先
★	東北地方整備局　森吉山ダム工事事務所
	 　〒018-4394	秋田県北秋田市米内沢字東川向5
	 　TEL	0186-72-3015　FAX	0186-72-4274

事業の目的・効果
★	　森吉山ダム事業は、米代川沿川地域の洪水被害の軽
減、既得用水の安定供給と水辺環境の保全、かんがい
用水、水道用水の補給、発電を目的として行うもので
ある。

事業期間・進捗状況
★	昭和48 ～平成23年度（予定）
	 進捗率95.0％（H20年度末時点事業費ベース）
	 ・昭和48年度　実施計画調査着手
	 ・昭和61年度　建設事業着手
	 ・平成13年度　本体建設工事着手
	 ・平成23年度　完成（予定）

事業地域
	 秋田県北秋田市

総事業費
	 175,000,000千円

事業の概要
★	形式：中央コア型ロックフィルダム
	 諸元：堤高89.9m、堤頂長786m、堤体積585万㎥
	 　　　総貯水容量78,100千㎥、
	 　　　有効貯水容量68,100千㎥

関連事業・計画
★	・県営担い手育成畑地帯総合整備事業（秋田県）
	 ・水道用水供給事業（北秋田市）

秋田県

森吉山ダム
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事業主体
	 山形県

問合せ先
★	山形県土木部河川砂防課
	 　〒990-8570	山形市松波二丁目8-1
	 　TEL	023-630-2686　FAX	023-625-3866

事業の目的・効果
★	・押切川流域の治水安全度の向上
	 ・押切川の流水の正常な機能の維持

事業期間・進捗状況
★	平成5年～平成22年（予定）

事業地域
	 山形県天童市

総事業費
	 約6,000,000千円

事業の概要
★	　最上川水系押切川にダムを建設することによる治水
と流水の正常な機能の維持

	 　ダム形式：重力式コンクリートダム
	 　ダム高：46m　ダム長：115m

山形県

留山川ダム整備事業
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事業主体
	 山形県

問合せ先
★	山形県土木部河川砂防課
	 　〒990-8570	山形市松波二丁目8-1
	 　TEL	023-630-2686　FAX	023-625-3866

事業の目的・効果
★	・最上小国川流域の治水安全度の向上

事業期間・進捗状況
★	平成7年～平成27年（予定）

事業地域
	 山形県最上郡最上町

総事業費
	 約7,000,000千円

事業の概要
★	　最上川水系最上小国川にダムを建設することによる
治水

	 　ダム形式：重力式コンクリートダム（流水式ダム）
	 　ダム高：46m　ダム長：166m

山形県

最上小国川ダム建設事業
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事業主体
	 国土交通省

問合せ先
★	東北地方整備局　長井ダム工事事務所
	 　〒993-0011	山形県長井市館町北6-6
	 　TEL	0238-88-5181　FAX	0238-88-2713

事業の目的・効果
★	　長井ダムは、山形県長井市平野地内に高さ125.5m、
堤頂長381m、総貯水容量51,000,000㎥の貯水池を設け、
計画高水流量1,000㎥ /s を220㎥ /s に調節し、下流の
置賜野川沿岸及び最上川沿岸の洪水被害の軽減を図
り、更にダムからの放流によって、下流の既得用水の
補給等流水の正常な機能の維持と増進を図るものであ
る。また、利水の面では、新規に長井市の水道用水と
して1日最大10,000㎥を供給するとともに、かんがい
用水として置賜野川沿岸、並びに最上川沿岸の約
7,900ha の農地に対するかんがい用水の供給を行う。
更に新設される発電所において最大出力10,000KWの
発電を行う。

	 　このように、当ダムは様々な角度から地域の発展に
貢献する多目的ダムとして期待を集め完成が待たれて
いる。

事業期間・進捗状況
★	昭和47年度～平成22年度
	 平成20年度までの進捗率85％
	 ・昭和59年：工事着手
	 ・平成12年3月：転流後本体工事に着手
	 ・平成14年10月：堤体コンクリートの打設を開始
	 ・平成18年11月：堤体コンクリートの打設を終了
	 ・平成22年度：完成（予定）

事業地域
	 山形県長井市

総事業費
	 160,000,000千円

事業の概要
★	形式　　　　　　：　重力式コンクリートダム
	 堤頂標高　　　　：　EL..398.5m
	 堤高　　　　　　：　125.5m
	 堤頂長　　　　　：　381m
	 堤体積　　　　　：　120万㎥
	 計画高水流量　　：　1,000㎥ /s
	 計画放流量　　　：　220㎥ /s
	 洪水調節方式　　：　自然調節方式
	 ダムサイト地質　：　花崗閃緑岩

関連事業・計画
★	・国営最上川中流農業水利事業
	 ・白鷹地区県営灌漑排水事業
	 ・山形県野川地区県営圃場整備事業
	 ・県営野川地区お泥かんがい事業
	 ・中郷地区第二次農業構造改善事業
	 ・長井市上水道第4次拡張事業
	 ・新野川第一発電所

特記事項
★	　長井ダムでは周辺環境への配慮、様々なコスト縮減
への取り組み、地域と連携した地域循環型リサイクル
への取り組みを進めています。

	 　また、①長井ダムに対して「目的、内容の検討」、「今
後の工事過程における進捗状況等の点検」を行い、学識
経験者等から意見を述べていただく目的で「ダム懇談
会」を開催、②長井ダムにおいて周辺環境に配慮し事業
を進めていくため、「環境検討委員会」や「猛禽類検討
委員会」を設置し、学識経験者等より提言を受け保全措
置等を実施、③ダム工事現場から発生する伐採木を堆
肥化し、有効活用しています。さらに、④長井ダム周
辺環境整備計画の策定にあたり「長井らしい」周辺環
境整備を進めるために、長井市民（有識者）からの意見
を聴衆し、周辺環境整備計画を策定しております。

山形県

長井ダム
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事業主体
	 国土交通省

問合せ先
★	東北地方整備局　福島河川国道事務所
	 　〒960-8584	福島市黒岩字榎平36
	 　TEL	024-546-4331　FAX	024-539-9184

事業の目的・効果
★	　松川流域での土砂災害防止を図る目的から、上流か
らの土砂を遊砂地内にため、一気に下流へ流れていく
ことを抑える効果が期待される。

事業期間・進捗状況
★	昭和63 ～平成26年度予定
	 H20年度末進捗率：約47％（事業費見合い）
	 ・事業着手　昭和63年～
	 ・第1床固工　H1～ H9（完成）
	 ・第2床固工　H18 ～（施工中）
	 ・第3床固工　（未着手）
	 ・護岸工　H1～（施工中）　H20年度末約350m完成

事業地域
	 福島県福島市

総事業費
	 4,500,000千円

事業の概要
★	床固3基
	 護岸 L=2,770m
	 整備土砂量約70,000㎥

関連事業・計画
★	・	阿武隈川水系渓流環境整備計画検討委員会で松川流

域の自然環境、景観保全・創出に関する計画を策定
し、この中で都市景観に潤いと変化を与え、＂生活
環境、レクリエーション、防災上の重要施設＂に位置
づけられている。

福島県

松川遊砂地
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事業主体
	 北陸地方整備局

問合せ先
★	北陸地方整備局　信濃川河川事務所
	 　〒940-0098	新潟県長岡市信濃1-5-30
	 　TEL	0258-32-3020㈹　FAX	0258-34-9044

事業の目的・効果
★	　大河津可動堰は、信濃川と大河津分水路の分岐点に
位置し、昭和6年に完成して以来、洗堰とともに、大河
津分水の根幹的施設（分流制御施設）として、治水、利
水機能などに大きな役割を果たしてきたが、設置後70
年以上を経過し、施設本体の老朽化が顕著になり、ま
た敷高等の影響によって流下能力不足が生じており、
その抜本的対策が急務となっている。

	 　可動堰が正常に機能しなければ、信濃川の流量不足
により、越後平野の利水に甚大な被害をもたらすだけ
でなく、治水上も洪水時には右岸堤の破壊につながり、
下流域に甚大な被害をもたらす可能性がある。このた
め、可動堰の改築が必要である。

事業期間・進捗状況
★	・平成15年度：	「特定構造物改築事業」により改築事業

に着手
	 ・平成16年度：河道掘削着手
	 ・平成17年度：堰本体工の工事に着手
	 ・平成21年度：	堰本体工事、ゲート設備工事及び、堰

に架かる管理橋の上部工の推進
	 ・平成25年度：完成（予定）

事業地域
	 新潟県燕市・長岡市

総事業費
	 約410億円

事業の概要
★	　新可動堰は、現可動堰の下流約400m地点に建設。
	 　改築にあたっては、景観に配慮した堰構造として日
本最大級のラジアルゲートを採用するとともに、新技
術の活用、コスト縮減、環境にも配慮し、事業を推進
していく。

	 ・堰本体改築：	堰柱7基、制水ゲート2門、調節ゲート
4門

	 ・河道掘削及び護岸工：1式

関連事業・計画
★	　平成16年の「7.13新潟・福島豪雨災害」等を受け、北
陸地方整備局では安全で安心な地域づくりを目指し、
水害に強い施設整備を進めている。

特記事項
★	　大河津分水路は、建設当時東洋一の大工事と言われ、
外国製及び国内製の最新掘削機が投入された。工事中
には3回もの地滑りが発生し、特に3回目は掘削して
きた分水路が土砂で埋まってしまうほどの大規模なも
のであった。

	 　採掘した土砂は2,880万立方メートルで、工事に携
わった人はのべ1,000万人にも及んだ。

新潟県

大河津可動堰改築



�� 国土・自然環境、資源・エネルギー

事業主体
	 国土交通省

問合せ先
★	東北地方整備局　港湾空港部　港湾空港防災・危機管
理課

	 　〒980-0013	仙台市青葉区花京院一丁目1-20
	 　TEL	022-716-0024　FAX	022-716-0018

事業の目的・効果
★	　港湾整備に必要な沖合の波浪を精度良く観測するこ
とを目的に、GPS 波浪計を整備し、沖合波浪観測を実
施しています。

	 　また、地震発生時には津波の観測も可能であること
から、気象庁等関係機関と連携することにより、港湾
を含む沿岸域での津波への迅速な対応にも活用できま
す。

事業期間・進捗状況
★	平成18年度～ 22年度完成予定
	 ○	平成18年12月に、津波防災に係わる関係機関等に

よる「東北における津波防災情報連絡協議会」設立。
	 ○観測情報の活用スケジュール
	 ・	平成20年7月1日より、GPS 波浪計観測データを気

象庁が津波予警報へ活用開始。
	 ・	平成21年4月1日より、平成19年度に設置した3基

の観測データが追加され、計5基が本格運用中。

対象地域
	 東北6県（青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島）

総事業費
	 ―

事業の概要
★	GPS 波浪計設置10基

東北�県

GPS 波浪計を活用した沖合波浪（津波）観測網の整備
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事業主体
	 新潟県

問合せ先
★	新潟県土木部　河川整備課
	 　〒950-8570	新潟市中央区新光町4-1
	 　TEL	025-280-5419　FAX	025-280-5376

事業の目的・効果
★	　2015年頃までに小佐渡東部地区に60羽のトキ定着
を目標にした環境再生ビジョンの一つの足がかりとし
て、湿地の創出、河川の自然再生、魚道の設置をモニ
タリングで効果を確認しながら段階的に整備し、トキ
の餌生物等の生息環境、移動環境を確保していく。

事業期間・進捗状況
★	平成17年度：天王川等の自然再生に着手

事業地域
	 新潟県佐渡市　小佐渡東部地区

総事業費
	 C=990百万円

事業の概要
★	　トキは日本を象徴する国際保護鳥であったが、中国
産のトキのペアリングによる保護増殖で現在およそ
120羽までに回復している。

	 　平成16年1月に「トキ保護増殖事業計画」が環境省、
農林水産省、国土交通省の連名で変更され、営巣環境
の保全や餌場の整備を一体的に進めることとなった。
県では、平成17年3月に「新潟県トキ野生復帰推進計
画」を策定し、平成20年からの段階的な放鳥とあわせ
て国、佐渡市と連携を図りながらトキの生息環境の整
備を推進している。このような状況を踏まえ、本事業
では国府川、天王川、久知川、大野川の4河川からそれ
ぞれ河川特性を活かして、湿地の創出、河川の自然再
生、魚道の設置を行う。

関連事業・計画
★	トキ保護増殖事業、営巣木等保全整備事業、田園自然環境保全整備事業、他

新潟県

統合河川環境整備事業
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事業主体
	 新潟市

問合せ先
★	新潟市農林水産部農村整備課
	 　〒951-8550	新潟市中央区学校町通1番町602-1
	 　TEL	025-228-1000（内線31822）
	 　FAX	025-230-1033

事業の目的・効果
★	　新潟市域のほぼ中央部に広がる亀田郷地域は約4㎢
の水田が広がる田園地域です。しかし非かんがい期に
なると、河川から用水が取水されなくなるため農業用
排水路の水量が著しく減少し、水質の悪化やゴミの滞
留が発生しています。

	 　この状況を憂いた地域住民が、うるおいのある農村
景観の形成、生態系及び水質の保全、親水空間の創出
などを求め、これに応える形で河川からの通年取水を
実施し、年間を通じた良好な田園環境の実現と田園価
値の向上を図るものです。

	 　環境用水により、水環境の再生と生態系の保全、水
辺環境の向上が実現されると共に、そこで作られる農
作物のイメージアップが期待されます。また、水辺や
市民がふれあう憩いの場を提供し、都市と農村との交
流を促進することで「田園型拠点都市」にふさわしい
活気ある農村が形成され、都市全体の魅力向上に寄与
するものと期待されています。

事業期間・進捗状況
	 ・事業期間　平成19年度から
	 ・進捗状況　	水利権許可期限は3ヵ年（平成22年4月

23日まで）であり、本年度で3年目である。
なお水利権は更新し、事業も継続する予
定である。

事業地域
	 新潟市江南区和田地内ほか（亀田郷西部地区）

総事業費
	 平成19年度　7,000千円
	 平成20年度　6,000千円
	 平成21年度　5,000千円

事業の概要
★	　全国で初となる環境用水水利権を市が取得いたしま
した。非かんがい期の用排水路施設の維持管理等は亀
田郷土地改良区に委託しております。また、市、同土
地改良区、新潟大学、住民による「丸潟新田再生湿地
協議会」を立ち上げ、生物の育成環境の保全や親水空
間の創出など環境用水の利活用促進に係る活動を実施
しています。

	 　許可：	平成19年10月18日に河川法第23条（水利使用）
の許可

	 　取水期間：9月11日から翌年4月23日（非かんがい期）
	 　最大取水量：2.15㎥ /s（信濃川から取水）

関連事業・計画
★	①新・新潟市総合計画基本計画
	 　	　5つの都市像の実現を目指している。この都市像

のうち「田園型拠点都市」で、「食と花の魅力づくり」
や「水辺と緑のまちづくり」をテーマとし、安全・安
心でおいしい農産物を提供するだけでなく、豊かな
農業生産基盤が有する多面的機能の発揮を目指すと
している。

	 ②新市農業構想
	 　	　河川の清流化と農業用用排水路等の水辺環境改善

を目指し、水環境を特徴づける大河川や潟湖、農業
用用排水路等の地域資源を活かした水辺の景観形成
や親水性を高めると共に、河川の清流化や環境用水
の導入、自然に配慮した水路護岸整備等により、四
季を通じて水のある水辺環境の形成と、水辺に生息・
育成する野生動植物の保護・育成に努めるとしてい
る。

新潟市

環境用水利活用促進事業
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事業主体
	 新潟市

問合せ先
★	新潟市下水道部　下水道計画課
	 　〒951-8550	新潟市中央区学校町通1番町602-1
	 　TEL	025-228-1000（内線32981）
	 　FAX	025-228-2209

事業の目的・効果
★	　下水汚泥は、バイオマス資源として着目されており、
有機肥料や土壌改良材などのほか、消化工程において
発生するメタンガスを回収し発電することにより地球
温暖化ガスの削減が期待できます。

	 　このため、平成24年（京都議定書最終年）までに、消
化ガス発電を導入し、下水処理事業に係る温室効果ガ
ス排出量の削減及び処理場の省エネルギー化を図りま
す。

事業期間・進捗状況
★	平成21年度～平成24年度
	 平成21年度は実施設計

事業地域
	 新潟市　中部下水処理場

総事業費
	 概算総事業費775百万円

事業の概要
★	○汚泥処分全体計画の策定
	 ○メタンガス発電に向けた詳細検討
	 ○メタンガス発電事業
	 　・消化槽改造工事
	 　・メタンガス発電設備工事など

関連事業・計画
★	○平成21年度　新規・拡充事業
	 ○新潟市下水道中期ビジョン（平成20 ～ 30年度）

新潟市

地球環境にやさしいメタンガス発電事業


